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収
支
見
込
み
に
つ
い
て
、
次
ペ
ー
ジ
表
�

を
基
に
説
明
し
ま
す
（
試
算
は
表
�
下
の

条
件
が
前
提
と
な
り
ま
す
）。

　
　

年
度
の
決
算
見
込
み
は
、
現
時
点

１６

（　

年
３
月
）で
約　

億
２
０
０
０
万
円
の

１７

１６

赤
字
と
試
算
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、　

年
１７

度
は
当
初
予
算
編
成
で
約
３
億
９
０
０
０

万
円
の
赤
字
額
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
　

年
度
以
降
は
、
歳
入
で
は
、　

年
度

１８

１９

以
降
の
地
方
財
政
計
画
が
不
明
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
市
税
や
地
方
交
付
税
は　

年
度

１７

と
同
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。歳
出
で
は
、

公
債
費
（
市
の
借
入
金
の
返
済
）
は
若
干

の
減
少
が
見
込
ま
れ
ま
す
が
、
歳
出
全
体

と
し
て
は
今
後
も
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

要
因
と
し
て
は
、「
北
し
り
べ
し
廃
棄
物

処
理
広
域
連
合
」
の
ご
み
焼
却
処
理
施
設

の
供
用
開
始
に
伴
う
負
担
金
や
扶
助
費
の

増
加
、
さ
ら
に
は
介
護
保
険
事
業
会
計
な

ど
へ
の
繰
出
金
が
増
加
す
る
見
込
み
で
す
。

ま
た
、
い
わ
ゆ
る
「
団
塊
の
世
代
」
の
定

年
に
よ
り
退
職
者
が
集
中
し
、
退
職
金
な

ど
に
よ
る
人
件
費
の
増
加
も
見
込
ま
れ
て

い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
要
因
か
ら
試
算
す
る
と
、
こ

の
ま
ま
で
は
、　

年
度
に
累
積
赤
字
が　

１９

６９

億
２
０
０
０
万
円
と
な
り
、
財
政
再
建
団

体
へ
の
転
落
が
現
実
の
も
の
と
な
り
ま

す
。

平成１５年９月から連載してきた「シリーズ財政再建」。これまで平成１５年９月から連載してきた「シリーズ財政再建」。これまで

市は、深刻な財政状況を克服するためにさまざまな方策を講じ、市は、深刻な財政状況を克服するためにさまざまな方策を講じ、

そしてその状況をこのシリーズの中でお知らせしてきました。そしてその状況をこのシリーズの中でお知らせしてきました。

新しい年度となった今月は、いまだ厳しい財政状況の中、新たな新しい年度となった今月は、いまだ厳しい財政状況の中、新たな

方策として本年度からスタートする「財政方策として本年度からスタートする「財政再建推進プラン」につ再建推進プラン」につ

いてお知らせします。いてお知らせします。
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現現現現現現現現現現現現現現現現現現現現現状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状状でででででででででででででででででででででののののののののののののののののののののの収収収収収収収収収収収収収収収収収収収収収支支支支支支支支支支支支支支支支支支支支支試試試試試試試試試試試試試試試試試試試試試算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算現状での収支試算

　

こ
れ
ま
で
市
は
、
平
成

　

年　

月
に
策
定
し
た

１２

１１

「
財
政
健
全
化
計
画
」に
基

づ
き
、
健
全
化
に
取
り
組

ん
で
き
ま
し
た
。
そ
の
実

績
を
振
り
返
る
と
、　

年
１４

３
月
の
試
算
で
は
、　

年
１５

度
か
ら　

年
度
の
収
支
不

１７

足
額
は
、
３
年
間
で
約
１

５
０
億
円
と
見
込
ま
れ
て
い
ま
し
た
。
そ

の
た
め
、
人
件
費
の
抑
制
や
事
務
事
業
の

見
直
し
な
ど
に
取
り
組
み
、　

年
度
予
算

１５

で　

億
円
の
財
政
効
果
を
上
げ
、
３
年
間

２２
の
収
支
不
足
を　

億
円
に
ま
で
圧
縮
し
ま

８４

し
た
。
さ
ら
に　

年
度
予
算
で
は
、
従
来

１６

の
取
り
組
み
に
加
え
、
各
種
証
明
手
数
料

な
ど
の
料
金
も
見
直
し
、
そ
の
財
政
効
果

は　

億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

１５

　

こ
の
よ
う
に
、
財
政
健
全
化
の
た
め
に

行
っ
た
こ
れ
ま
で
の
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組

み
は
、
着
実
に
そ
の
成
果
を
挙
げ
て
き
ま

し
た
。
し
か
し
、
現
状
を
踏
ま
え
た
将
来

の
収
支
見
込
み
は
、
決
し
て
楽
観
視
で
き

る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

こ
の
ま
ま
で
は
財
政
再
建
団
体
へ
の

転
落
が
現
実
に
…

　
　

年
度
決
算
見
込
み
と　

年
度
予
算
案

１６

１７

を
踏
ま
え
て
試
算
し
た
、　

年
度
ま
で
の

２１
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再建に向かって～財政再建推進プランの概要

２１年度２０年度１９年度１８年度１７年度１６年度

１５１．８１５１．８１５１．８１５１．８１５１．８１５０．１市税
歳

入　

１６０．５１６０．５１６０．５１６０．５１６０．５１５６．５地方交付税

１１３．４１１１．６１１２．３１１１．１１１０．３１１６．８国・道支出金

２４．９２２．５２３．９２６．９２８．５４４．６市債

１７３．７１７２．４１７１．１１７０．５１７１．５１７３．８その他

６２４．３６１８．８６１９．６６２０．８６２２．６６４１．８計

１１８．４１１８．６１２３．２１１０．９１１０．４１１９．２人件費
歳

出　

１５１．９１５０．３１４８．８１４７．２１４５．７１４７．１扶助費

７３．３７６．７７７．９７７．６８０．１８０．６公債費

１０．１６．７８．９１０．７１１．７２２．０普通建設事業費

１０２．６１０３．５１０１．５９８．９９５．７９８．０繰出金

１９５．９１９３．７１９３．２１９０．７１８９．４１９９．０その他

６５２．２６４９．５６５３．５６３６．０６３３．０６６５．９計

△２７．９△３０．７△３３．９△１５．２△１０．４△２４．１実質的単年度収支

－－－－６．５７．９財源対策

△２７．９△３０．７△３３．９△１５．２△３．９△１６．２単年度収支

△１２７．８△９９．９△６９．２△３５．３△２０．１△１６．２累積収支

※１６年度は決算見込みで、借り換え債分（２５億８０００万円）は歳入歳出に含んでいません。

※１７年度は当初予算計上額です。

※財源対策とは、各種基金からの取り崩しや他会計からの借入金です。

表�「現状で試算した２１年度までの収支見込み（一般会計）」 （単位：億円）

財
政
再
建
の
方
法
は

　

自
治
体
の
収
支
は
、
収

入
と
支
出
が
均
衡
す
る
こ

と
が
原
則
で
す
。
決
算
の

結
果
、
赤
字
と
な
っ
た
自

治
体
が
財
政
を
再
建
す
る

た
め
に
は
、
二
つ
の
方
法

が
あ
り
ま
す
。
一
つ
は
自

力
で
赤
字
を
解
消
し
、
再
建
す
る
「
自
主

再
建
方
式
」、
そ
し
て
も
う
一
つ
は
、
国
の

管
理
下
で
財
政
再
建
を
行
う
「
準
用
再
建

方
式
」
と
い
う
方
法
で
す
。
準
用
再
建
方

式
に
よ
り
財
政
再
建
を
行
う
団
体
を
、
一

般
に「
財
政
再
建
団
体
」と
言
い
ま
す
（
表

�
参
照
）。

　

財
政
再
建
団
体
に
な
っ
た
場
合
に
は
、

国
の
承
認
し
た
財
政
再
建
計
画
に
基
づ
き
、

予
算
を
執
行
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
り

ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
福
祉
な
ど
の
住
民

サ
ー
ビ
ス
で
市
独
自
の
事
業
の
実
施
が
制

限
さ
れ
る
ほ
か
、
職
員
給
与
の
削
減
や
、

一
定
程
度
の
超
過
課
税
な
ど
を
行
わ
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

財
政
再
建
は「
自
主
再
建
方
式
」で

　

準
用
再
建
方
式
で
は
、
市
の
独
自
性
が

失
わ
れ
、
さ
ら
に
、
市
民
の
皆
さ
ん
へ
の

負
担
が
大
き
く
な
る
こ
と
か
ら
、
自
力
で

財
政
再
建
を
図
る
「
自
主
再
建
方
式
」
に

よ
り
、
財
政
再
建
団
体
へ
の
転
落
を
何
と

し
て
で
も
回
避
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

《収支試算の主な前提条件》　

　１８年度以降は、現行制度が継続すると仮定し試算しました。

歳入について

【市税・地方交付税】１７年度予算計上額を見込み、今後の制度改正は考慮し

ていません。

【国・道支出金】事業の見込みを基に、現行制度で試算しました。

歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳出出出出出出出出出出出にににににににににににつつつつつつつつつつついいいいいいいいいいいててててててててててて

【人件費】職員給与は、１７年度に５％、１８年度に７％の削減を見込みました。

正規職員は１７年度の予算人員で固定し、退職手当は定年退職予定者数などを

基に試算しました。

【扶助費】各事業の過去の伸び率などを勘案して試算しました。

【普通建設事業費】２１世紀プラン第３次実施計画などを基に試算しました。

【繰出金】各会計の収支見込みなどにより試算しました。

転落ライン（６２億７０００万円）を割り

財政再建団体転落…

団塊の世代の退職など

増加し続ける扶助費

介護保険事業会計などへの繰出金の増加

ごみ焼却処理施設の供用開始に伴う

負担金の増など

表�「財政再建団体とは？」

 『財政再建団体』
�正式には「準用財政再建団体」という。

�財政赤字を出した自治体を支援するための法律

（地方財政再建促進特別措置法）を準用して再建を行

う団体のこと。

�自治体の一般税収や地方交付税などを基に算出し

た標準財政規模に占める赤字の割合が、都道府県の

場合は5％、市町村の場合は20％以上になると、この

制度を活用しなければ地方債の発行が制限される。

�小樽市の場合は、16年度の標準財政規模が313億

4000万円なので、この20％にあたる約62億7000万

円以上の赤字となった場合に、財政再建団体となる。
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０
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平成１５年９月から連載してきた「シリーズ財政再建」。これまで平成１５年９月から連載してきた「シリーズ財政再建」。これまで

市は、深刻な財政状況を克服するためにさまざまな方策を講じ、市は、深刻な財政状況を克服するためにさまざまな方策を講じ、

そしてその状況をこのシリーズの中でお知らせしてきました。そしてその状況をこのシリーズの中でお知らせしてきました。

新しい年度となった今月は、いまだ厳しい財政状況の中、新たな新しい年度となった今月は、いまだ厳しい財政状況の中、新たな

方策として本年度からスタートする「財政方策として本年度からスタートする「財政再建推進プラン」につ再建推進プラン」につ

いてお知らせします。いてお知らせします。
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こ
れ
ま
で
市
は
、
平
成

　

年　

月
に
策
定
し
た

１２

１１

「
財
政
健
全
化
計
画
」に
基

づ
き
、
健
全
化
に
取
り
組

ん
で
き
ま
し
た
。
そ
の
実

績
を
振
り
返
る
と
、　

年
１４

３
月
の
試
算
で
は
、　

年
１５

度
か
ら　

年
度
の
収
支
不

１７

足
額
は
、
３
年
間
で
約
１

５
０
億
円
と
見
込
ま
れ
て
い
ま
し
た
。
そ

の
た
め
、
人
件
費
の
抑
制
や
事
務
事
業
の

見
直
し
な
ど
に
取
り
組
み
、　

年
度
予
算

１５

で　

億
円
の
財
政
効
果
を
上
げ
、
３
年
間

２２
の
収
支
不
足
を　

億
円
に
ま
で
圧
縮
し
ま

８４

し
た
。
さ
ら
に　

年
度
予
算
で
は
、
従
来

１６

の
取
り
組
み
に
加
え
、
各
種
証
明
手
数
料

な
ど
の
料
金
も
見
直
し
、
そ
の
財
政
効
果

は　

億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

１５

　

こ
の
よ
う
に
、
財
政
健
全
化
の
た
め
に

行
っ
た
こ
れ
ま
で
の
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組

み
は
、
着
実
に
そ
の
成
果
を
挙
げ
て
き
ま

し
た
。
し
か
し
、
現
状
を
踏
ま
え
た
将
来

の
収
支
見
込
み
は
、
決
し
て
楽
観
視
で
き

る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

こ
の
ま
ま
で
は
財
政
再
建
団
体
へ
の

転
落
が
現
実
に
…

　
　

年
度
決
算
見
込
み
と　

年
度
予
算
案

１６

１７

を
踏
ま
え
て
試
算
し
た
、　

年
度
ま
で
の

２１

財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政再再再再再再再再再再再再再再再再再再再再再建建建建建建建建建建建建建建建建建建建建建団団団団団団団団団団団団団団団団団団団団団体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体財政再建団体

転転転転転転転転転転転転転転転転転転転転転落落落落落落落落落落落落落落落落落落落落落ののののののののののののののののののののの回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回避避避避避避避避避避避避避避避避避避避避避転落の回避

　平成１７（２００５）年４月　広報おたる

再建に向かって～財政再建推進プランの概要

２１年度２０年度１９年度１８年度１７年度１６年度

１５１．８１５１．８１５１．８１５１．８１５１．８１５０．１市税
歳

入　

１６０．５１６０．５１６０．５１６０．５１６０．５１５６．５地方交付税

１１３．４１１１．６１１２．３１１１．１１１０．３１１６．８国・道支出金

２４．９２２．５２３．９２６．９２８．５４４．６市債

１７３．７１７２．４１７１．１１７０．５１７１．５１７３．８その他

６２４．３６１８．８６１９．６６２０．８６２２．６６４１．８計

１１８．４１１８．６１２３．２１１０．９１１０．４１１９．２人件費
歳

出　

１５１．９１５０．３１４８．８１４７．２１４５．７１４７．１扶助費

７３．３７６．７７７．９７７．６８０．１８０．６公債費

１０．１６．７８．９１０．７１１．７２２．０普通建設事業費

１０２．６１０３．５１０１．５９８．９９５．７９８．０繰出金

１９５．９１９３．７１９３．２１９０．７１８９．４１９９．０その他

６５２．２６４９．５６５３．５６３６．０６３３．０６６５．９計

△２７．９△３０．７△３３．９△１５．２△１０．４△２４．１実質的単年度収支

－－－－６．５７．９財源対策

△２７．９△３０．７△３３．９△１５．２△３．９△１６．２単年度収支

△１２７．８△９９．９△６９．２△３５．３△２０．１△１６．２累積収支

※１６年度は決算見込みで、借り換え債分（２５億８０００万円）は歳入歳出に含んでいません。

※１７年度は当初予算計上額です。

※財源対策とは、各種基金からの取り崩しや他会計からの借入金です。

表�「現状で試算した２１年度までの収支見込み（一般会計）」 （単位：億円）

財
政
再
建
の
方
法
は

　

自
治
体
の
収
支
は
、
収

入
と
支
出
が
均
衡
す
る
こ

と
が
原
則
で
す
。
決
算
の

結
果
、
赤
字
と
な
っ
た
自

治
体
が
財
政
を
再
建
す
る

た
め
に
は
、
二
つ
の
方
法

が
あ
り
ま
す
。
一
つ
は
自

力
で
赤
字
を
解
消
し
、
再
建
す
る
「
自
主

再
建
方
式
」、
そ
し
て
も
う
一
つ
は
、
国
の

管
理
下
で
財
政
再
建
を
行
う
「
準
用
再
建

方
式
」
と
い
う
方
法
で
す
。
準
用
再
建
方

式
に
よ
り
財
政
再
建
を
行
う
団
体
を
、
一

般
に「
財
政
再
建
団
体
」と
言
い
ま
す
（
表

�
参
照
）。

　

財
政
再
建
団
体
に
な
っ
た
場
合
に
は
、

国
の
承
認
し
た
財
政
再
建
計
画
に
基
づ
き
、

予
算
を
執
行
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
り

ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
福
祉
な
ど
の
住
民

サ
ー
ビ
ス
で
市
独
自
の
事
業
の
実
施
が
制

限
さ
れ
る
ほ
か
、
職
員
給
与
の
削
減
や
、

一
定
程
度
の
超
過
課
税
な
ど
を
行
わ
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

財
政
再
建
は「
自
主
再
建
方
式
」で

　

準
用
再
建
方
式
で
は
、
市
の
独
自
性
が

失
わ
れ
、
さ
ら
に
、
市
民
の
皆
さ
ん
へ
の

負
担
が
大
き
く
な
る
こ
と
か
ら
、
自
力
で

財
政
再
建
を
図
る
「
自
主
再
建
方
式
」
に

よ
り
、
財
政
再
建
団
体
へ
の
転
落
を
何
と

し
て
で
も
回
避
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

《収支試算の主な前提条件》　

　１８年度以降は、現行制度が継続すると仮定し試算しました。

歳入について

【市税・地方交付税】１７年度予算計上額を見込み、今後の制度改正は考慮し

ていません。

【国・道支出金】事業の見込みを基に、現行制度で試算しました。

歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳出出出出出出出出出出出にににににににににににつつつつつつつつつつついいいいいいいいいいいててててててててててて

【人件費】職員給与は、１７年度に５％、１８年度に７％の削減を見込みました。

正規職員は１７年度の予算人員で固定し、退職手当は定年退職予定者数などを

基に試算しました。

【扶助費】各事業の過去の伸び率などを勘案して試算しました。

【普通建設事業費】２１世紀プラン第３次実施計画などを基に試算しました。

【繰出金】各会計の収支見込みなどにより試算しました。

転落ライン（６２億７０００万円）を割り

財政再建団体転落…

団塊の世代の退職など

増加し続ける扶助費

介護保険事業会計などへの繰出金の増加

ごみ焼却処理施設の供用開始に伴う

負担金の増など

表�「財政再建団体とは？」

 『財政再建団体』
�正式には「準用財政再建団体」という。

�財政赤字を出した自治体を支援するための法律

（地方財政再建促進特別措置法）を準用して再建を行

う団体のこと。

�自治体の一般税収や地方交付税などを基に算出し

た標準財政規模に占める赤字の割合が、都道府県の

場合は5％、市町村の場合は20％以上になると、この

制度を活用しなければ地方債の発行が制限される。

�小樽市の場合は、16年度の標準財政規模が313億

4000万円なので、この20％にあたる約62億7000万

円以上の赤字となった場合に、財政再建団体となる。



平成１７（２００５）年４月　広報おたる　

資産、ストックの有効活用資産、ストックの有効活用

��公共施設の統廃合や有公共施設の統廃合や有
効活用効活用

��遊休等資産の有効活用遊休等資産の有効活用

��基金の活用基金の活用

市が所有する施設などの　市が所有する施設などの

あり方の見直しや有効活用あり方の見直しや有効活用

を図りますを図ります。。

国、道など関係機関への要国、道など関係機関への要請請

��地方税財政の安定化の地方税財政の安定化の
ための要請ための要請

��地方の自主・自立を促す地方の自主・自立を促す
制度改正の要請制度改正の要請

��一部事務組合等の負担一部事務組合等の負担
軽減の要請軽減の要請

プ
ラ
ン
を
支
え
る
四
つ
の
柱

　

今
回
の
プ
ラ
ン
は
、
四
つ
の
柱
か
ら
な

る
「
取
り
組
み
項
目
」
に
基
づ
き
推
進
し

ま
す（
上
の
表
�
参
照
）。
人
件
費
の
抑
制

や
事
務
事
業
の
見
直
し
な
ど
は
こ
れ
ま
で

も
実
施
し
て
き
ま
し
た
が
、
本
プ
ラ
ン
で

は
さ
ら
に
取
り
組
み
を
徹
底
し
、
着
実
に

実
行
し
て
い
き
ま
す
。

　

具
体
的
な
対
策
内
容
に
つ
い
て
は
、
本

年
中
に
策
定
す
る
実
施
計
画
に
盛
り
込
み
、

早
期
に
着
手
し
て
い
き
ま
す
。

地方分権の推進のための　地方分権の推進のための

地方税財政制度の確立や制地方税財政制度の確立や制

度改正を求めるとともに、度改正を求めるとともに、

一部事務組合等の負担の軽一部事務組合等の負担の軽

減などを国、道をはじめ関減などを国、道をはじめ関

係機関へ要請します。係機関へ要請します。

財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政再再再再再再再再再再再再再再再再再再再再再建建建建建建建建建建建建建建建建建建建建建推推推推推推推推推推推推推推推推推推推推推進進進進進進進進進進進進進進進進進進進進進プププププププププププププププププププププララララララララララララララララララララランンンンンンンンンンンンンンンンンンンンン財政再建推進プラン

グラフ「財政再建推進プランに基づく収支見込み」 （単位：億円）

�プランに基づく収支見込み

�現状での収支見込み

　

市
は
こ
れ
ま
で
、
市
民

の
皆
さ
ん
に
も
負
担
を
お

願
い
す
る
な
ど
し
て
、
さ

ま
ざ
ま
な
対
策
を
行
い
、

財
政
の
再
建
を
図
っ
て
き

ま
し
た
。

　

し
か
し
、　

前
述
し
た

よ
う
に
、
こ
の
ま
ま
で
は

財
政
再
建
団
体
へ
の
転
落

が
現
実
の
も
の
と
な
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ

ま
で
以
上
に
強
力
に
財
政
の
再
建
を
推
進

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

そ
こ
で
今
回
、
今
ま
で
修
正
を
重
ね
な

が
ら
推
進
し
て
き
た「
財
政
健
全
化
計
画
」

を
見
直
し
、
新
た
な
計
画
と
し
て
「
財
政

再
建
推
進
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

４
年
間
で
約　

億
円
の
改
善
が
目
標

８８

　

新
た
に
策
定
し
た
「
財
政
再
建
推
進
プ

ラ
ン
」
は
、　

年
度
か
ら　

年
度
ま
で
の

１７

２１

５
年
間
を
計
画
期
間
と
し
ま
し
た
。

　

ま
ず
第
一
の
目
標
を
、
財
政
再
建
団
体

転
落
の
回
避
と
し
、
計
画
の
最
終
年
度

（　

年
度
）に
は
、
単
年
度
収
支
の
黒
字
化

２１を
図
り
ま
す
。

　

具
体
的
な
改
善
目
標
額
は
、
本
年
度
か

ら
改
善
に
取
り
組
み
、　

年
度
か
ら　

年

１８

２１

度
ま
で
の
４
年
間
で
、
合
計
約　

億
円
の

８８

改
善
を
図
り
ま
す
。
ま
た
、　

年
度
に
単

２１

年
度
収
支
で
黒
字
と
な
る
の
に
必
要
な
、

約　

億
円
の
改
善
を
図
る
こ
と
を
目
標
と

２８
し
ま
し
た
（
右
上
の
表
�
参
照
）。

表�「２１年度までの収支試算（一般財源ベース）」 （単位：億円）

２１年度２０年度１９年度１８年度１７年度１６年度

△２７．９△３０．７△３３．９△１５．２△３．９△１６．２単年度収支不足額　（Ａ）現
行
収
支 △１２７．８△９９．９△６９．２△３５．３△２０．１△１６．２累積収支不足額

２０．０１７．６１５．４９．０歳出削減対策　　　（Ｂ）

改

善

目

標

１２．４１１．１１０．３０．３

 人件費の抑制
　�退職者の不補充
　�地域間格差分（△５％）
　�早期退職制度の導入
　　　　　　　　　　など　

７．６６．５５．１８．７

 事業の見直し
　�事業の繰り延べ
　�予算執行段階での経費節減
　�市債の導入
　　　　　　　　　　など

０．８０．５０．５０．５歳入増　　　　　　（Ｃ）

７．５８．０８．００．５その他の改善必要額（Ｄ）

２８．３
（８８．３）

２６．１
（６０．０）

２３．９
（３３．９）

１０．０
（１０．０）

小計　Ｅ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｄ
（累計）

０．４△４．６△１０．０△５．２△３．９△１６．２対策後単年度収支不足額（Ａ＋Ｅ）

△３９．５△３９．９△３５．３△２５．３△２０．１△１６．２対策後累積収支不足額

※16年度は決算見込み額です。

※１７年度は予算額で、人件費の削減などで約１９億円が改善済みです。

※具体的な対策内容は、本年中に「実施計画」

を策定し、できるものから早期に着手します。

５　平成１７（２００５）年４月　広報おたる

表�「取り組み項目の四つの柱」 
 

１７年度予算の続報です
　平成１７年度の各会計予算案が、市議会第１回定例会で議決されました。

　先月号で１７年度予算の概要をお知らせしましたが、今回は一般会計

の財源不足の状況をお伝えします。

�４年連続の「緊縮型」予算
　17年度当初予算の財政規模は総額で1489億4100万円で、16年度当

初予算と比較すると約38億円（2.5％）減となり、４年連続して前年度

より減となる緊縮型の予算となりました。このうち、市の基本的な会

計である一般会計の17年度予算額は632億9800万円で、前年度より

約50億円（7.3％）減となりますが、16年度予算には市債の借り換え

が含まれていますので、それを除いて比較すると約24億円（3.7％）の

減となります。

　

�一般会計は３億９２００万円の財源不足
　財政健全化の取り組みで人件費や事務事業の見直しを進め、財政規

模を大幅に縮小したことにより、２年連続の赤字予算となりましたが

赤字額を大幅に圧縮しました。一般会計の当初予算の収支状況は下の

図のとおりです。歳出は、健全化の取り組みなどで16年度より約24

億円圧縮しましたが、17年度には10億4200万円の財源が不足するこ

とになりました。財源対策として企業会計と基金から6億5000万円を

借り入れすることにより、最終的には赤字額（形式計上）を3億9200

万円に抑えることができました。

�収支状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再建に向かって～財政再建推進プランの概要

行財政システムの改行財政システムの改革革

��組織・機構の改革と市民組織・機構の改革と市民
協働の推進協働の推進

��内部努力の徹底内部努力の徹底

��事業の厳選等事業の厳選等

��特別会計・企業会計の収特別会計・企業会計の収
支改善支改善

組織・機構のスリム化・　組織・機構のスリム化・

効率化など行財政システム効率化など行財政システム

の改革を進め、市民との改革を進め、市民との協の協

働を推進します。働を推進します。

公平で適正な負担のあり方公平で適正な負担のあり方

��行政サービスの範囲と行政サービスの範囲と
負担の見直し負担の見直し

��収納率の向上収納率の向上

��減免制度の見直し減免制度の見直し

　行政サービスのあり方や行政サービスのあり方や

負担について見直すととも負担について見直すととも

に、税等の確保に努めます。に、税等の確保に努めます。

進
行
状
況
の
検
証
と
情
報
の
公
開

　

本
プ
ラ
ン
で
は
、
そ
の
進
行
状
況
の
検

証
と
、
情
報
の
積
極
的
な
公
開
に
つ
い
て

も
重
視
し
て
い
ま
す
。

　

新
た
に
市
長
を
始
め
関
係
部
長
な
ど
で

組
織
し
た
「
財
政
再
建
推
進
本
部
」
で
は
、

プ
ラ
ン
の
進
行
状
況
に
つ
い
て
随
時
検
証

を
行
い
、
庁
内
各
部
で
実
施
す
る
対
策
の

取
り
組
み
状
況
に
つ
い
て
も
具
体
的
に
点

検
し
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
こ
れ
ら
の
情
報
に
つ
い
て
は
、

市
民
の
皆
さ
ん
に
も
こ
の
「
シ
リ
ー
ズ
財

政
再
建
」
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
通
じ
て
、

随
時
お
知
ら
せ
し
て
い
き
ま
す
。

市
民
の
皆
さ
ん
と
と
も
に

　

市
で
は
、
最
重
要
課
題
で
あ
る
財
政
の

再
建
に
向
か
っ
て
、
今
後
も
職
員
が
一
丸

と
な
っ
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
し
か

し
、
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
は
行
政
の
み
で

達
成
で
き
る
も
の
で
は
な
く
、
市
民
の
皆

さ
ん
と
と
も
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
成
し

得
ま
せ
ん
。
こ
れ
か
ら
も
、
皆
さ
ん
の
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

�
小
樽
市
の
財
政
に
つ
い
て
の
お
問
い
合

わ
せ
は
、
財
政
部
財
政
課
�
�
４
１
１
１

内
線
２
３
１
・
２
３
２
、�
�
０
６
７
５
へ
。

形式計上
１９億４００万円

借り入れ
３億５０００万円

財源対策分の借り
入れを除く歳入額
６３４億８１００万円

財源不足
２２億５４００万円

歳出総額
６５７億３５００万円

形式計上
３億９２００万円

借り入れ
６億５０００万円

財源対策分の借り
入れを除く歳入額
　６２２億５６００万円

財源不足
１０億４２００万円

歳出総額
６３２億９８００万円

事務事業の見直し
などにより圧縮
�２４億３７００万円

１７年度
（当初）

１６年度
（当初、市債の借り換え除く）

歳入 歳出 歳入 歳出

伸 び 率
（�÷�×１００）

増 減 �
（�－�）

１７　年　度
当初予算�

１６　年　度
当初予算�

会 計

�７．３％

�３．７％

�５０億１３００万円

�２４億３７００万円

６３２億９８００万円

６３２億９８００万円

６８３億１１００万円

６５７億３５００万円

一 般 会 計

 

１．４％７億９３００万円５５５億９７００万円５４８億４００万円特 別 会 計

１．４％４億１３００万円３００億４６００万円２９６億３３００万円企 業 会 計

�２．５％

�０．８％

�３８億７００万円

�１２億３１００万円

１４８９億４１００万円

１４８９億４１００万円

１５２７億４８００万円

１５０１億７２００万円

計

 

�予算規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市債の借り換え除く

市債の借り換え除く

※進行状況は随時検証し、積極的な情報公開

に努めます。
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資産、ストックの有効活用資産、ストックの有効活用

��公共施設の統廃合や有公共施設の統廃合や有
効活用効活用

��遊休等資産の有効活用遊休等資産の有効活用

��基金の活用基金の活用

市が所有する施設などの　市が所有する施設などの

あり方の見直しや有効活用あり方の見直しや有効活用

を図りますを図ります。。

国、道など関係機関への要国、道など関係機関への要請請

��地方税財政の安定化の地方税財政の安定化の
ための要請ための要請

��地方の自主・自立を促す地方の自主・自立を促す
制度改正の要請制度改正の要請

��一部事務組合等の負担一部事務組合等の負担
軽減の要請軽減の要請

プ
ラ
ン
を
支
え
る
四
つ
の
柱

　

今
回
の
プ
ラ
ン
は
、
四
つ
の
柱
か
ら
な

る
「
取
り
組
み
項
目
」
に
基
づ
き
推
進
し

ま
す（
上
の
表
�
参
照
）。
人
件
費
の
抑
制

や
事
務
事
業
の
見
直
し
な
ど
は
こ
れ
ま
で

も
実
施
し
て
き
ま
し
た
が
、
本
プ
ラ
ン
で

は
さ
ら
に
取
り
組
み
を
徹
底
し
、
着
実
に

実
行
し
て
い
き
ま
す
。

　

具
体
的
な
対
策
内
容
に
つ
い
て
は
、
本

年
中
に
策
定
す
る
実
施
計
画
に
盛
り
込
み
、

早
期
に
着
手
し
て
い
き
ま
す
。

地方分権の推進のための　地方分権の推進のための

地方税財政制度の確立や制地方税財政制度の確立や制

度改正を求めるとともに、度改正を求めるとともに、

一部事務組合等の負担の軽一部事務組合等の負担の軽

減などを国、道をはじめ関減などを国、道をはじめ関

係機関へ要請します。係機関へ要請します。

財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政再再再再再再再再再再再再再再再再再再再再再建建建建建建建建建建建建建建建建建建建建建推推推推推推推推推推推推推推推推推推推推推進進進進進進進進進進進進進進進進進進進進進プププププププププププププププププププププララララララララララララララララララララランンンンンンンンンンンンンンンンンンンンン財政再建推進プラン

グラフ「財政再建推進プランに基づく収支見込み」 （単位：億円）

�プランに基づく収支見込み

�現状での収支見込み

　

市
は
こ
れ
ま
で
、
市
民

の
皆
さ
ん
に
も
負
担
を
お

願
い
す
る
な
ど
し
て
、
さ

ま
ざ
ま
な
対
策
を
行
い
、

財
政
の
再
建
を
図
っ
て
き

ま
し
た
。

　

し
か
し
、　

前
述
し
た

よ
う
に
、
こ
の
ま
ま
で
は

財
政
再
建
団
体
へ
の
転
落

が
現
実
の
も
の
と
な
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ

ま
で
以
上
に
強
力
に
財
政
の
再
建
を
推
進

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

そ
こ
で
今
回
、
今
ま
で
修
正
を
重
ね
な

が
ら
推
進
し
て
き
た「
財
政
健
全
化
計
画
」

を
見
直
し
、
新
た
な
計
画
と
し
て
「
財
政

再
建
推
進
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

４
年
間
で
約　

億
円
の
改
善
が
目
標

８８

　

新
た
に
策
定
し
た
「
財
政
再
建
推
進
プ

ラ
ン
」
は
、　

年
度
か
ら　

年
度
ま
で
の

１７

２１

５
年
間
を
計
画
期
間
と
し
ま
し
た
。

　

ま
ず
第
一
の
目
標
を
、
財
政
再
建
団
体

転
落
の
回
避
と
し
、
計
画
の
最
終
年
度

（　

年
度
）に
は
、
単
年
度
収
支
の
黒
字
化

２１を
図
り
ま
す
。

　

具
体
的
な
改
善
目
標
額
は
、
本
年
度
か

ら
改
善
に
取
り
組
み
、　

年
度
か
ら　

年

１８

２１

度
ま
で
の
４
年
間
で
、
合
計
約　

億
円
の

８８

改
善
を
図
り
ま
す
。
ま
た
、　

年
度
に
単

２１

年
度
収
支
で
黒
字
と
な
る
の
に
必
要
な
、

約　

億
円
の
改
善
を
図
る
こ
と
を
目
標
と

２８
し
ま
し
た
（
右
上
の
表
�
参
照
）。

表�「２１年度までの収支試算（一般財源ベース）」 （単位：億円）

２１年度２０年度１９年度１８年度１７年度１６年度

△２７．９△３０．７△３３．９△１５．２△３．９△１６．２単年度収支不足額　（Ａ）現
行
収
支 △１２７．８△９９．９△６９．２△３５．３△２０．１△１６．２累積収支不足額

２０．０１７．６１５．４９．０歳出削減対策　　　（Ｂ）

改

善

目

標

１２．４１１．１１０．３０．３

 人件費の抑制
　�退職者の不補充
　�地域間格差分（△５％）
　�早期退職制度の導入
　　　　　　　　　　など　

７．６６．５５．１８．７

 事業の見直し
　�事業の繰り延べ
　�予算執行段階での経費節減
　�市債の導入
　　　　　　　　　　など

０．８０．５０．５０．５歳入増　　　　　　（Ｃ）

７．５８．０８．００．５その他の改善必要額（Ｄ）

２８．３
（８８．３）

２６．１
（６０．０）

２３．９
（３３．９）

１０．０
（１０．０）

小計　Ｅ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｄ
（累計）

０．４△４．６△１０．０△５．２△３．９△１６．２対策後単年度収支不足額（Ａ＋Ｅ）

△３９．５△３９．９△３５．３△２５．３△２０．１△１６．２対策後累積収支不足額

※16年度は決算見込み額です。

※１７年度は予算額で、人件費の削減などで約１９億円が改善済みです。

※具体的な対策内容は、本年中に「実施計画」

を策定し、できるものから早期に着手します。

　平成１７（２００５）年４月　広報おたる

表�「取り組み項目の四つの柱」 
 

１７年度予算の続報です
　平成１７年度の各会計予算案が、市議会第１回定例会で議決されました。

　先月号で１７年度予算の概要をお知らせしましたが、今回は一般会計

の財源不足の状況をお伝えします。

�４年連続の「緊縮型」予算
　17年度当初予算の財政規模は総額で1489億4100万円で、16年度当

初予算と比較すると約38億円（2.5％）減となり、４年連続して前年度

より減となる緊縮型の予算となりました。このうち、市の基本的な会

計である一般会計の17年度予算額は632億9800万円で、前年度より

約50億円（7.3％）減となりますが、16年度予算には市債の借り換え

が含まれていますので、それを除いて比較すると約24億円（3.7％）の

減となります。

　

�一般会計は３億９２００万円の財源不足
　財政健全化の取り組みで人件費や事務事業の見直しを進め、財政規

模を大幅に縮小したことにより、２年連続の赤字予算となりましたが

赤字額を大幅に圧縮しました。一般会計の当初予算の収支状況は下の

図のとおりです。歳出は、健全化の取り組みなどで16年度より約24

億円圧縮しましたが、17年度には10億4200万円の財源が不足するこ

とになりました。財源対策として企業会計と基金から6億5000万円を

借り入れすることにより、最終的には赤字額（形式計上）を3億9200

万円に抑えることができました。

�収支状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再建に向かって～財政再建推進プランの概要

行財政システムの改行財政システムの改革革

��組織・機構の改革と市民組織・機構の改革と市民
協働の推進協働の推進

��内部努力の徹底内部努力の徹底

��事業の厳選等事業の厳選等

��特別会計・企業会計の収特別会計・企業会計の収
支改善支改善

組織・機構のスリム化・　組織・機構のスリム化・

効率化など行財政システム効率化など行財政システム

の改革を進め、市民との改革を進め、市民との協の協

働を推進します。働を推進します。

公平で適正な負担のあり方公平で適正な負担のあり方

��行政サービスの範囲と行政サービスの範囲と
負担の見直し負担の見直し

��収納率の向上収納率の向上

��減免制度の見直し減免制度の見直し

　行政サービスのあり方や行政サービスのあり方や

負担について見直すととも負担について見直すととも

に、税等の確保に努めます。に、税等の確保に努めます。

進
行
状
況
の
検
証
と
情
報
の
公
開

　

本
プ
ラ
ン
で
は
、
そ
の
進
行
状
況
の
検

証
と
、
情
報
の
積
極
的
な
公
開
に
つ
い
て

も
重
視
し
て
い
ま
す
。

　

新
た
に
市
長
を
始
め
関
係
部
長
な
ど
で

組
織
し
た
「
財
政
再
建
推
進
本
部
」
で
は
、

プ
ラ
ン
の
進
行
状
況
に
つ
い
て
随
時
検
証

を
行
い
、
庁
内
各
部
で
実
施
す
る
対
策
の

取
り
組
み
状
況
に
つ
い
て
も
具
体
的
に
点

検
し
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
こ
れ
ら
の
情
報
に
つ
い
て
は
、

市
民
の
皆
さ
ん
に
も
こ
の
「
シ
リ
ー
ズ
財

政
再
建
」
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
通
じ
て
、

随
時
お
知
ら
せ
し
て
い
き
ま
す
。

市
民
の
皆
さ
ん
と
と
も
に

　

市
で
は
、
最
重
要
課
題
で
あ
る
財
政
の

再
建
に
向
か
っ
て
、
今
後
も
職
員
が
一
丸

と
な
っ
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
し
か

し
、
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
は
行
政
の
み
で

達
成
で
き
る
も
の
で
は
な
く
、
市
民
の
皆

さ
ん
と
と
も
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
成
し

得
ま
せ
ん
。
こ
れ
か
ら
も
、
皆
さ
ん
の
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

�
小
樽
市
の
財
政
に
つ
い
て
の
お
問
い
合

わ
せ
は
、
財
政
部
財
政
課
�
�
４
１
１
１

内
線
２
３
１
・
２
３
２
、�
�
０
６
７
５
へ
。

形式計上
１９億４００万円

借り入れ
３億５０００万円

財源対策分の借り
入れを除く歳入額
６３４億８１００万円

財源不足
２２億５４００万円

歳出総額
６５７億３５００万円

形式計上
３億９２００万円

借り入れ
６億５０００万円

財源対策分の借り
入れを除く歳入額
　６２２億５６００万円

財源不足
１０億４２００万円

歳出総額
６３２億９８００万円

事務事業の見直し
などにより圧縮
�２４億３７００万円

１７年度
（当初）

１６年度
（当初、市債の借り換え除く）

歳入 歳出 歳入 歳出

伸 び 率
（�÷�×１００）

増 減 �
（�－�）

１７　年　度
当初予算�

１６　年　度
当初予算�

会 計

�７．３％

�３．７％

�５０億１３００万円

�２４億３７００万円

６３２億９８００万円

６３２億９８００万円

６８３億１１００万円

６５７億３５００万円

一 般 会 計

 

１．４％７億９３００万円５５５億９７００万円５４８億４００万円特 別 会 計

１．４％４億１３００万円３００億４６００万円２９６億３３００万円企 業 会 計

�２．５％

�０．８％

�３８億７００万円

�１２億３１００万円

１４８９億４１００万円

１４８９億４１００万円

１５２７億４８００万円

１５０１億７２００万円

計

 

�予算規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市債の借り換え除く

市債の借り換え除く

※進行状況は随時検証し、積極的な情報公開

に努めます。




